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都市問題等調査特別委員会の中間報告 

 

本委員会は、令和元年第３回定例会において設置され、以来、前期における都市問題等

調査特別委員会での成果を踏まえながら、福岡空港、防災等について調査を続けてきた。 

調査の経過及び集約された意見は次のとおりである。 

なお、付託を受けた案件については、いずれも多くの課題が残されているため、今後も

積極的に調査を進めていく必要がある。 

 

１．福岡空港に関する調査 

  福岡空港の機能強化等については、滑走路増設について、令和７年３月の完了に向

け、滑走路や誘導路の整備等が進められていること、米軍施設の移設について、３年

１月に供用開始されたこと、土壌汚染対策法に基づく土壌調査が実施され、868地点の

うち23地点において基準値を超過した特定有害物質が検出されたが、地下水汚染は確

認されておらず、汚染物質の除去工事が進められていることの報告を受けた。 

  また、福岡空港のヘリ機能移設については、移設先の東区の奈多ヘリポートの供用

が令和２年３月26日から開始され、事業主体である国において、供用開始から３年間、

環境影響評価に基づく騒音等の事後調査が行われており、２年度の主な結果として、

航空機騒音については、全ての調査地点において環境基準を満足しており、周辺地域

に影響はないこと、超低周波音については、ヘリポート近隣の一部において目標を未

達成であることを確認しているが、３年度は屋内で測定を行うなど、影響を確認して

いくことが報告された。 

  福岡空港の民間委託後の運営会社との連携については、民間の創意工夫やノウハウ

の発揮を通じて福岡空港がより便利で魅力的な空港となるよう、本市は運営会社と密

に連携し、協力するとともに、周辺地域の振興、活性化や地域住民への配慮など、空

港所在の自治体として協議していくこと、また、福岡市・福岡国際空港株式会社協議

会において、本市から、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を含めた安全、安心

で周辺地域に寄り添った空港運営を継続することなどを要請したとの報告を受けた。 

  福岡空港については、滑走路増設の進捗状況、運営会社との連携等について、引き

続き調査・検討を進めていく必要がある。 

 

２．防災に関する調査 
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近年、全国的に豪雨による災害が激甚化、頻発化しており、本市においても発生の

おそれがある自然災害に対する本市の取組について調査を行った。 

「防災先進都市・福岡」を目指して災害に強いまちづくりを進めており、平成 28

年熊本地震の被災地支援で得た知見や経験を本市の防災、減災対策に生かすため、福

岡市地域防災計画において備蓄、避難所、物資輸送などの見直しを行うとともに、受

援計画、支援計画を策定したとの報告を受けた。 

主な取組として、避難支援対策の充実、強化については、各種ハザードマップの作

成及びデジタル化を行い、より使いやすい総合ハザードマップを作成するとともに、

災害対応支援システムの再構築や情報取得困難者への避難情報配信システムの導入、

災害時に必要な物資の備蓄などに取り組んでいるとの報告を受けた。また、ＩｏＴを

活用した水位観測の実用化を進め、暗視機能付きカメラの更新など河川監視の強化を

図っているとの報告を受けた。 

防災・危機管理体制の強化については、減災の理念を踏まえ、複雑化、多様化、広

域化する災害から市民の生命、身体及び財産を保護するため、国土強靭化地域計画の

策定や電気自動車等を活用した公民館等の非常用電源の確保を進めるとともに、災害

時応援協定の拡充や関係機関との訓練の実施等により連携体制の強化を図り、また、

九州の自治体による相互連携の仕組みに基づき、九州が一体となった防災先進地域へ

の取組を推進しているとの報告を受けた。さらに、災害対策本部機能の強化を図るた

めのスペースの拡充やＩＣＴ設備等の整備を進めているとの報告を受けた。 

地域防災力の向上については、市民の防災活動を促進するため、出前講座や防災講

演会など防災知識の普及、啓発を行うほか、避難所運営ワークショップの開催や避難

所運営のエキスパートの養成、マンション管理組合等に対する出前講座の実施など、

地域が主体となった取組を支援するとともに、地域の防災リーダーの育成や資質向上

を推進しているとの報告を受けた。また、避難行動要支援者名簿を作成し支援者への

名簿の提供を行うとともに、避難行動要支援者名簿の情報の提供に関する条例の制定

など避難行動要支援者の避難支援対策を図るほか、企業との共働による帰宅困難者対

策を推進するなど地域防災力の向上に努めているとの報告を受けた。 

今後とも防災対策の整備、充実に向け、国の防災基本計画の改定状況などを注視し

ながら、地域への支援の在り方や河川整備状況の把握、避難所運営体制、災害対策本

部の機能強化などの課題の解決に向けた取組状況等について、引き続き調査・検討を

進めていく必要がある。 


